
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的有価証券　　償却原価法
　　　その他有価証券　　　　　
　　　　時価のあるもの　　　　期末日の市場価格に基づく時価法
　　　　時価のないもの　　　　原価法
（２）固定資産の減価償却
        定額法により実施している。
（３）消費税の会計処理
        消費税の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
  基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円）
科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　普通預金 4,455,253 0 0 4,455,253

　定期預金 1,240,000 0 0 1,240,000

　投資有価証券 15,576,561,593 12,847,194 2,113,521,520 13,475,887,267

基本財産小計 15,582,256,846 12,847,194 2,113,521,520 13,481,582,520

特定資産
　研究助成基金 735,460,906 225,261,657 226,144,000 734,578,563

特定資産小計
合計 16,317,717,752 238,108,851 2,339,665,520 14,216,161,083

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　（単位:円）
（うち指定正味 （うち一般正味 （うち負債に

科　目 当期末残高 　財産額からの 　財産額からの 　対応する額）

　充当額） 　充当額）

基本財産
   普通預金  4,455,253 4,455,253

　 定期預金　 1,240,000 1,240,000

   投資有価証券 13,475,887,267 13,475,887,267

基本財産小計 13,481,582,520 13,481,582,520 0 0

特定資産
　研究助成基金 734,578,563 734,578,563

特定資産小計 734,578,563 734,578,563 0

合計 14,216,161,083 13,481,582,520 734,578,563 0

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円）
科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

機械装置 101,500 101,499 1
什器備品 6,248,508 5,638,464 610,044
ソフトウエア 4,115,700 1,870,515 2,245,185

合  計 10,465,708 7,610,478 2,855,230

 財務諸表に対する注記



５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

   （単位:円）
科　目 帳簿価額 時　価 評価損益

ユーロ円債（ｼﾙﾌﾘﾐﾃｯﾄﾞｼﾘｰｽﾞ)964 197,905,740 213,860,000 15,954,260

ユーロ円債（エスエムビシーニッコウショウケン） 100,000,000 102,340,000 2,340,000

第２８８回利付国債 100,000,000 102,800,000 2,800,000

第６２回利付国債 98,787,879 107,081,400 8,293,521

第４８４回関西電力債 300,000,000 309,451,800 9,451,800

京都府平成２２年度第２回公募公債 49,992,563 52,464,250 2,471,687

合計 846,686,182 887,997,450 41,311,268

６.指定正味財産から一般正味財産額への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産額への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　訳 金　　額
経常収益への振替額
　基本財産配当金の計上による振替額 441,915,900

　基本財産受取利息の計上による振替額 11,869,199

合　　　計 453,785,099


